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1. ガイドブックの要点と目的 

• 発行背景と狙い: 2021 年のコーポレートガバナンス・コード改訂で世界初めて

「知財」に関する原則が盛り込まれるなど、上場企業を中心に知的財産（知

財）や無形資産の情報開示充実が求められています。知財・無形資産の適切

な開示を通じて企業と投資家が中長期視点で建設的な対話を行い、経営戦

略の磨き上げや企業価値向上につなげることが期待されています。しかし現

状では企業と投資家の視点ギャップがボトルネックとなり、こうした対話が十

分進んでいません。 

• ガイドブックの目的: 上記のギャップ解消に向け、知財・無形資産開示の充実

と建設的な対話を実現するためのマインドセット（考え方）と具体的手法を提

示するのが本ガイドブックの目的です。実際の企業事例や投資家へのヒアリ

ング結果を交え、企業が投資家に自社の成長ストーリーを伝えるためのポイ

ントを整理しています。特許庁は本書を企業価値向上に関わる全ての人（経

営層、IR 担当、知財部門、事業部門など）に向けた実践的指針と位置付けて

おり、知財・無形資産の開示を通じて企業成長を実現する一助とすることを狙

っています。 

• 主なメッセージ: ガイドブックのタイトル「企業成長の道筋～投資家との対話の

質を高める知財・無形資産の開示～」が示す通り、知財・無形資産を適切に開

示して投資家との対話の質を高めることが企業成長につながるというメッセー

ジが核となっています。企業と投資家が共有すべき「企業成長の道筋」という

共通言語を提示し、両者の理想的な関係性（パートナーとしての協働）を築くこ

とを意図しています。また、ガイドブック冒頭では、この取り組みがコーポレート

ガバナンス改革や知財ガバナンスガイドライン Ver.2.0 の流れに沿うものであ

ることが強調されています。 

2. ガイドブックの内容（章構成と事例） 



ガイドブックは全 5 章構成で、理論と実践事例を織り交ぜながら知財・無形資産の開

示と対話促進のポイントを網羅的に解説しています。各章の概要は以下の通りです。 

• 第 1 章: 「ステークホルダーとの建設的な対話に向けた知財・無形資産開示

の意義」 – 知財・無形資産開示がなぜ重要か、その意義を概説する導入部

分です。企業と投資家双方が**「持続的な企業価値向上を目指す」という共通

ゴールを持つ点を確認し、適切な情報開示と対話が経営の高度化の好循環

（スパイラル）を生むことが示されています。例えば企業が自社の強み・将来

像を語り、それに対する投資家のフィードバックを経て経営戦略が磨かれ、さ

らに次の開示・対話につながるという「建設的な対話のスパイラル」**モデル

が図示されています。また、近年求められる非財務情報開示拡充の背景（ガ

バナンス・コード改訂や知財ガイドライン策定）にも触れられています。 

• 第 2 章: 「本書の策定に向けた調査研究の概要」 – ガイドブック作成にあた

り実施した調査プロジェクトの内容を説明しています。具体的には、知財・無形

資産の開示に取り組む企業 3 社への現地調査（ヒアリングや社内資料分

析）、その 3 社の経営層・部門長を集めた座談会、および中長期視点を持つ

機関投資家へのヒアリングを行った経緯が紹介されています。座談会では「投

資家との建設的対話を阻む視点ギャップ」をテーマに議論が行われ、企業側

が感じる課題感や投資家側の指摘が洗い出されました。第 2 章ではこうした

調査で得られた知見を整理し、本書全体の問題意識を共有する内容になって

います。 

• 第 3 章: 「企業成長の道筋を効果的に伝えるための取組事例」 – 3 社の先進

事例を詳述する本書の中核部分です。実際に知財・無形資産の開示強化に

取り組んでいる企業の具体策をケーススタディ形式で紹介し、専門家（有識

者）と企業との対話を再現する形で解説しています。各事例では、*(I)企業側

の経営環境や従来の開示状況、(II)専門家との対話を通じて整理された課題

と改善策、(III)得られた示唆（開示強化のポイント）*がまとめられています。そ

れぞれの事例企業と取組の概要は後述の表の通りです。 

• 第 4 章: 「開示の改善を経て見えてきた投資家との建設的な対話を阻む要

因」 – 第 3 章の事例企業や座談会で浮かび上がった、企業と投資家の間の

コミュニケーション上の課題を総括しています。例えば、「企業が事業や技術

の意義を自明のものと捉えて十分に説明してこなかったことが、対話を阻んで

いた」ことが指摘されます。自社では常識と思って深く議論・説明していない点

ほど投資家には伝わらず、建設的対話の障害になるという洞察です。また、

「“ビジネスモデル”という言葉ひとつ取っても企業と投資家でイメージに大き

なギャップがあった」といった具体例も挙げられています。第 4 章ではこうした



要因に企業側が気付いた経緯や、それを乗り越える考え方を示し、読者企業

も自社の状況に引き寄せて課題を認識できるよう促しています。 

• 第 5 章: 「建設的な対話に有効な知財・無形資産開示のチェックリスト」 – 企

業が実際に取組状況を点検できるチェックリストを提示します。建設的対話に

向けた社内体制や開示内容について、重要ポイントを網羅した質問項目が列

挙され、各項目について自社の取り組み度合いを「○・△・×」の 3 段階で自

己評価できるようになっています。例えば「①社内で共通言語（ビジネスモデ

ルや強み）の定義ができているか」などの観点で、×（未整備）となった項目の

改善にまず着手することが推奨されています。このチェックリストは本書で紹

介された先進企業事例や市場評価の高い企業の取り組みを踏まえ策定され

ており、企業が**「コンプライ・オア・エクスプレイン」**の発想で継続的に開示

内容を見直すことを促すツールとなっています。 

事例企業と開示取り組みの概要（第 3 章より） 

各事例では業種や企業規模の異なる 3 社が取り上げられ、それぞれ自社の強みを

投資家に伝えるための工夫が紹介されています。以下の表に、事例企業とその施策

のポイントをまとめます。 

事例企業 業種・事業概要 開示強化のポイント 

東洋エンジニ

アリング株式

会社 （千葉

県、資本金

181 億円、従

業員約 7,283

名） 

総合エンジニアリング（プラント建

設）。エネルギー・化学・インフラ

等の分野でプラントの設計・調

達・建設を展開。近年はプラント

で培った技術力を活かし脱炭素

など新規事業開拓を推進。 

ビジネスモデルの明確化による成

長ストーリー提示。 コア事業である

EPC（設計調達建設）と新規の「非

EPC 事業」（技術ライセンス提供等）

との 2 本柱モデルを整理し、従来説

明不足だった収益構造や強みを可

視化。投資家との対話では専門家

の助言も得て、従来「自明」と考え

ていた自社強みを言語化し、ライセ

ンス供与ビジネスによる付加価値

向上策など将来の利益成長ストー

リーとして伝達しました。 

第一工業製

薬株式会社 

（京都府、資

本金 88 億

化学メーカー。1909 年創業、界

面活性剤を祖業に電子材料、樹

脂、ウレタンなど多様な製品・技

術を持ち幅広い産業領域に展

多様な強みを貫く基本戦略の整理

と「見える化」。 製品・技術・顧客が

多岐にわたり全体像が掴みにくい

課題に対し、全社を貫くビジネスモ



事例企業 業種・事業概要 開示強化のポイント 

円、従業員約

1,111 名） 

開。顧客毎にカスタマイズした技

術提供を強みとするが、顧客と

の契約上詳細を公表しにくいケ

ースも多い。 

デルと強みの構造を図解して提

示。例えば 115 年の歴史で蓄積し

た技術群をどう組み合わせて顧客

ニーズに応えているかを体系立て

て説明した。従来は秘匿性ゆえ断

片的だった情報開示を、中期経営

計画の目標達成に向けた技術×顧

客戦略として語ることで、投資家に

持続成長の道筋を示した。 

株式会社コー

エーテクモホ

ールディング

ス （神奈川

県、資本金約

150 億円、従

業員約 2,736

名） 

エンターテインメント（ゲームソフ

ト開発・販売）が主力のコンテン

ツ企業。2009 年にコーエーとテ

クモが経営統合して発足。「信長

の野望」「三國志」「無双」シリー

ズなど有力 IP（知的財産）を多数

保有。近年は開発費の大きい大

型ゲームにも注力しヒット作を輩

出、資本市場から高評価を得て

いる。 

大型投資と安定収益のバランスに

関する情報開示。 ゲーム業界特

有の「大型ヒット作に依存する収益

のボラティリティ（変動リスク）」につ

いて、経営としてどう管理している

かを説明。具体的には「今後は自

社 IP による AAA タイトル（大作）の

継続投入を目指す一方、既存人気

IP から安定収益を得る仕組みでリ

スク緩和を図る」という戦略を開示

し、開発ラインの並行化や IP 活用

ビジネス（続編・派生作品、ライセン

ス展開等）の強化策を示した。投資

家にとって分かりにくい専門用語

（AAA タイトル等）も噛み砕き、ヒット

創出と安定収益確保の両輪による

成長シナリオを明確化しました。 

各事例とも、統合報告書や説明会資料の刷新など開示の工夫が紹介されており、単

なる知財の数値開示ではなく「強みをどう価値創造につなげるか」を物語るアプロー

チが共通しています。例えば好事例企業の一つでは、「なぜ自社の利益率が高く市

場シェアが 100%なのか」という投資家の疑問に対し、単に特許件数を示すのではなく

特許網（特許ポートフォリオ）の視点から優位性を明瞭に説明したケースが紹介され

ています。このように、第 3 章では専門家（投資家目線を知る有識者）との対話形式

で企業の開示内容を掘り下げることで、「対話を見据えた開示」の具体像を読者がイ

メージしやすい構成になっています。 



3. メディア報道の動向 

ガイドブック公表後、大手経済メディアや業界紙も知財・無形資産の情報開示強化の

潮流を取り上げています。 日本経済新聞では知財・無形資産をテーマにシンポジウ

ムが開催され（2024 年 11 月 第 2 回 NIKKEI 知財・無形資産シンポジウム）、その報

告記事の中で「失われた 30 年の間、日本企業は豊富に持っていた無形資産を活用

できなかった」と指摘されています。同記事では上場企業の経営者が中心となって知

財・無形資産を活かした長期価値創造経営を推進する動き（知財・無形資産経営者フ

ォーラムの活動）が紹介され、無形資産の開示・活用を日本経済復活の原動力にし

ようという前向きな姿勢が示されています。これは本ガイドブックの趣旨とも合致して

おり、メディアも企業の無形資産経営への転換を後押しする論調です。 

また日本経済新聞の別の解説記事では、コーポレートガバナンス・コード改訂に触れ

「日本企業は知財・無形資産を企業価値向上に活かす経営に舵を切り始めた」と評

価されています。知財情報の開示が単なる IR の流行ではなく、企業統治改革や投資

家の期待に沿った長期戦略の一環であることが強調されており、本ガイドブックの発

行はそうした流れの具体策として捉えられています。 

一方、業界専門メディアや知財系のニュースサイトでも、本ガイドブックの内容紹介が

なされています。会計士によるブログでは「まさに『企業成長の道筋』が示されており、

実際の企業事例も載っているのでぜひチェックを」と紹介され、具体事例が豊富で実

践の参考になる点に言及がありました。知財専門家の間でも SNS 等を通じて「企業

と投資家の対話の質を高めるガイドとして有用」といった声が見られ、本書が示す**

「共通言語作り」**への期待が伺えます。総じて、メディア報道はガイドブックそのもの

の批評よりも、知財・無形資産情報の開示拡充の重要性を追認する形で伝えており、

企業と投資家の対話深化に向けた追い風となっているようです。 

4. 関係者からの反響 

ガイドブック公表に対して、企業側・投資家側・専門家それぞれから様々な反響やコメ

ントが寄せられています。 

• 企業・経営層: 開示先進企業の経営者からは、「自社では当たり前すぎて説

明していなかった強みやビジネスの意義を再定義する契機になった」という声

が聞かれます。座談会に参加したある企業幹部は「自分たちが“なぜその事



業を続けているのか”を問われると明確に答えられない場合が多い」と振り返

り、ガイドブックで提示された観点を社内議論することで気付きが得られたと述

べています。また「漠然としていた自社の強みを言語化し、多角的に議論する

ことが建設的対話への第一歩だろう」といった前向きな意見もあり、本書が社

内の意識改革ツールとしても有用との評価があります。 

• 投資家・アナリスト: 機関投資家や証券アナリストからは、本ガイドブックの狙

いに強く共感する声が上がっています。ある運用会社の ESG 担当者は「特許

件数や被引用件数など数字だけ開示されてもあまり有益ではない。 それが

価値創造にどう資する知財やブランドなのかというナラティブ情報が重要だ」と

指摘しています。また元証券会社アナリストの専門家は「投資家は企業の全

てを知ることは不可能。だからこそ業績や売上の詳細な数値は開示できなくて

も、将来の成長性を予測するヒントとなるモザイク情報を教えてほしい」と述べ

ており、市場の視点から定量情報だけでなく定性情報（戦略や強みのストーリ

ー）の開示を求めるコメントが出ています。その上で「知財・無形資産は企業戦

略を語る上で不可欠な要素であり、業績予想にも役立つ」という評価もあり、

ガイドブックが提示する対話のポイントは投資家ニーズに合致しているとの反

響が寄せられています。 

• 知財専門家・有識者: 知財コンサルタントや学識経験者からは、ガイドブック

の内容に対し概ね好意的な評価が聞かれます。特に、第 4 章で整理された**

「対話を阻む要因」について「企業が自身の技術や事業を自明と捉えて説明し

てこなかった問題を的確に突いている**」との指摘があります。これは現場の

知財担当者や技術者にも思い当たる点であり、「第三者（投資家）の視点で問

い直す重要性を再認識した」との声が上がりました。また「海外企業では外部

出身の CEO が徹底的に『なぜこの事業をやるのか』『競争優位は何か』を問う 

culture があるが、日本企業はそこが弱い。ガイドブックはその弱点を補う手

助けになる」という専門家のコメントも報じられています。知財業界では昨年策

定の知財・無形資産ガバナンスガイドライン Ver.2.0 とも内容が呼応しており、

企業の実務に落とし込む具体策として評価する向きがあります。総じて専門家

は、本書が企業と投資家の「共通言語」づくりのガイドとして有用であり、今後

これを契機に各社の知財・無形資産経営が深化していくことに期待を示してい

ます。 

以上のように、『企業成長の道筋』ガイドブックは、企業側には開示改善の実践知とし

て、投資家側には対話促進のヒントとして受け止められており、メディアも含めたステ

ークホルダーから概ね好評と言える状況です。知財・無形資産をめぐる情報開示と対



話は、日本企業の持続的成長に向けた重要テーマであり、本ガイドブックはその道筋

を具体的に示すタイムリーな指針として注目されています。 

参照資料: 特許庁「企業成長の道筋」ガイドブック、経済産業省ニュースリリース、日

本経済新聞・日経 BizGate 報道、ガイドブック掲載の専門家・投資家コメントなど。 
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